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少子化対策の充実について 

 
《提案・要望の内容》  

 
【若者が出会い・結婚し・出産し・子育てできる社会づくり】 
 
○ 若者がそれぞれのライフプランを描き、希望どおり結婚、妊娠、出産、子育てができ

るよう、雇用の安定、不妊治療支援の拡充、安心・安全な周産期医療体制の確保、子

育て支援施策の充実など、切れ目ない支援、制度づくりを進めるとともに、地方の取

組に必要な財政支援の充実を図ること。 
 
○ 結婚や家庭の良さを啓発するポジティブキャンペーンの展開や、学校教育において妊

娠・出産に関する正しい知識を普及啓発するなどにより、若年層の関心を高め、社会

全体で若者の結婚したい気持ち、子どもを持ちたい気持ちを応援する機運づくりを推

進すること。 
※鳥取県においても少子化の一因である未婚化、晩婚化が進行している。 

    ・35～39歳未婚率  男性26.0％（H12）→33.7％（H22） ＋7.7ポイント 

               女性11.1％（H12）→20.3％（H22） ＋9.2ポイント 

    ・平均初婚年齢   男性28.5歳（H14）→30.7歳（H25） ＋2.2歳 

              女性26.8歳（H14）→28.9歳（H25） ＋2.1歳 

 

   ※当県の少子化アンケート調査では、未婚・晩婚の要因として一番多い回答は「雇用が不安定で 

経済的基盤が安定しない」である。Ｈ21調査（30.9％）、Ｈ25調査（52.7％） 

 

   ※当県では、正規雇用１万人チャレンジ計画を策定し、若者を含む県全体の雇用の安定化に取り 

組むこととしている。 

 

   ※当県では、中学校・高等学校に助産師を派遣し、妊娠・出産に関する正しい知識を啓発する 

「未来のパパママ育み事業」を実施している。 

 
 
【子育て家庭等の経済的負担の軽減】 
 
○ 社会全体で子どもを育てるという認識に立ち、保育料の無償化や小児医療費の軽減な

ど、国の責任において、子育て家庭等の経済的負担のさらなる軽減を進めること。 
 
○ 子育て家庭等の経済的負担の軽減に取り組む地方の自主的な取組を阻害することのな

いよう、小児医療費助成などの地方単独事業に係る国民健康保険の国庫負担金等の減

額措置を廃止すること。 
 

※当県では、市町村と連携して、第３子以降の保育料の無償化と小児医療費助成の対象者拡大 

（高校卒業（18歳の年度末）まで）を実施することとしている。 

 
 
 
 



＜参考＞ 
 
１ 鳥取県の第３子以降保育料無償化制度 
  以下の基準に基づき、多子世帯（３人以上の児童がいる世帯）の第３子以降の保育料を無償化する

市町村に対し助成を行う。 

区分 内容 
補助要件 ・第３子以降の保育料を完全無償化すること。 

※中山間地域市町村保育料無償化等モデル事業（実施市町村：７町）等の県の他の

保育料軽減制度との重複不可（いずれかを選択） 
適用時期 平成２７年９月分の保育料から適用 
その他 所得制限及び年齢制限なし（現行の保育料軽減制度と同様） 

 
２ 鳥取県の小児医療費助成制度 

  市町村が小児医療費の自己負担分へ助成したものについて、県がその２分の１を補助する。 

区 分 現 行 改正後（平成28年 4月～予定） 

助成対象者 

15歳に達する日以後の最初の 

3月 31日までの間にある者 

※中学卒業まで 

18歳に達する日以後の最初の  

3月 31日までの間にある者 

   ※所得制限なし、要件は年齢要件のみ。 

※患者負担額（入院1,200円／日、通院530円／日）は従来どおり。 

   ※県内の４団体（三朝町、南部町、北栄町、日南町）は既に１８歳まで助成 

 

３ 鳥取県における少子化対策等に関するアンケート調査（平成25年 11月 26日～12月 9日実施） 

子育ての経済的負担感 

○子育ての経済的負担は、８割が「負担が多い」と感じている。 

○将来的に持つ予定の子ども数が理想的な子ども数より少ない理由として、６割以上の者が、

「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」と回答している。 

○経済的負担が少なければ「さらに子どもを持ってもよい」が６割に達している。 

 



子どもの貧困対策の充実・強化について 
 
 
《提案・要望の内容》  
 
○ すべての子どもたちが経済的な理由により進学を諦めることのないよう、給付型奨

学金の創設、無利子貸与奨学金の拡充など、教育の機会均等を確保するための支援
策の拡充・強化を図ること。 

 
○ 学力面で課題を抱える子どもに対して学校が実施する少人数の習熟度別の学習や放

課後等の補充学習、生活困窮家庭及びひとり親家庭の子どもに対する学習支援等、
子どもたちが必要な学力を確実に身につけられる体制整備への支援を充実させるこ
と。 

 
○ 子どもたちの安全な居場所であり、学びの場ともなる放課後児童クラブ等の職員体

制の充実や利用者の負担軽減につながる財政支援措置を講じること。 
 
○ 厳しい環境におかれた子どもや家庭が抱える課題に対するきめ細かな支援体制を構

築するため、子どもの多様な教育課題への対応に専任するための教員の配置、スク
ールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーの配置拡充及び常勤化を含む待遇
改善による専門性の高い人材の確保への支援を充実させること。 

 
○ 各都道府県における子どもの貧困対策の検証・評価に資するよう、都道府県ごとの

実情が分かるような調査研究を国が企画し、継続的に実施すること。 
 
＜参考＞ 
 
１ 就学援助を受けた児童生徒数の推移     ２ 児童扶養手当受給世帯の児童数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 鳥取県子どもの貧困対策推進計画の達成目標（例） 

 
４ 鳥取県未来人材育成基金設置事業（６月補正予算案） 
   産業界と協力して「鳥取県未来人材育成基金（仮称）」を設置し、県内就職する大学生等が借

り入れた奨学金の返還額の一部を助成する制度を設け、IJUターン並びに県産業を担う人材確保

を促進する。 

人 数：１５０人程度×４年間（ひとり親家庭及び生活保護世帯を優先する） 

目標項目 現行値（H26） 目標値（H31） 

生活困窮世帯及び生活保護世帯向けの学習支援事業の実施市町村数  ４ 

全１９市町村 ひとり親家庭等学習支援事業の実施市町村数  ２ 

スクールソーシャルワーカーの配置市町村数 １１ 

父子家庭の
追加による
増加 



女性活躍の推進に向けた環境整備について 
 

《提案・要望の内容》  

 

○ 国の掲げた「２０２０３０」の実現に向けて、働く場における指導的地位に占める女

性の割合を増やすため、女性人材の育成、指導的地位への積極的な登用に向けた取組

を行う企業への税制上の優遇措置等の支援策の充実強化を図ること。 

  

本県においては、有業者の女性割合は高くなっているが、管理職等の女性割合は低い。 

このため、官民連携で設置した「輝く女性活躍加速化とっとり会議」において、２０２０年までに

従業員１０人以上の企業で管理的地位にある女性割合を２５％以上、１００人以上の企業では３０％

以上とする目標を設定。 

 ・有業者に占める女性割合 ４５．４％ 全国７位 

 ・管理職に占める女性割合 １２．１％ 全国２８位 

    （出典：男女共同参画会議（内閣府）基本問題・影響調査専門調査会） 

  

 
○ 女性が結婚・出産しても就業を継続できる環境を整備するため、育児休業取得者の代

替要員の確保や育休復帰支援などの取組を拡充すること。 
 
○イクボスを広める取組をすすめ、経営者や管理職のワーク・ライフ・バランスに対す

る理解促進や男性の家事・育児分担に対する意識改革を図ること。 
 
○ 一度離職しても再就職しやすい環境整備に取り組む企業への奨励金制度や女性の創

業支援など総合的な施策の充実を図ること。 
 

〈参考〉 

○ 本県における、女性活躍推進の取り組み 
 
 〈指導的地位への女性登用〉 

  ・輝く女性活躍パワーアップ企業登録制度 

    女性従業員が指導的立場で活躍できるなど人材育成や環境整備に取り組む企業等を「輝く
女性活躍パワーアップ企業」として登録。 

 
 〈女性が就業継続できる環境整備〉 
 ・男女共同参画推進企業認定制度 

    企業におけるワーク・ライフ・バランス等の推進を図るため、仕事と家庭の両立支援や男
女がともに働きやすい職場環境づくりに積極的に取り組んでいる企業を認定。（H27.5 末現
在 533社） 

  ・イクボスとっとり共同宣言 
  ６月３日に官民連携でトップがイクボスを宣言し、今後イクボスの取組を県内企業に広げ

ていく。 

  

〈再就職支援〉 

  ・離職者正規雇用奨励金 

輝く女性活躍パワーアップ企業を対象に、結婚・出産や県内への移住等の理由により

離職した女性を正規の社員として再雇用したときに奨励金を支給 

（4,000千円：対象労働者1人に付き20万円×20社） 



東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた
文化プログラムの取組への支援について

《提案・要望の内容》

○２０２０年東京オリンピック・パラリンピック大会に向けた文化プログラムに
ついては、地方がその特色や強みを活かして展開する芸術文化の取組を十分に
盛り込むとともに、財政支援や国内外への情報発信を強力に進めること。

①障がい者の芸術文化振興は、障がい者の自立と社会参加の促進に寄与すると
ともに、共生社会モデルの創発に繋がるものであり、全国的な取組となるよ
う支援を行うこと。

②とりわけ、カルチュラルオリンピアードとしての障がい者の芸術文化活動を
振興するため、広域的に地域が連携して取り組む障がい者芸術文化の祭典の
全国的連携開催などに対しては、より手厚い支援を行うこと。

＜鳥取県における取組＞
「あいサポート・アートとっとり祭り 「あいサポート・アートとっとり展」１ 」

（１）期 間 とっとり祭り 平成２７年１０月３日～４日

とっとり展 平成２７年１２月６日～平成２８年２月４日

全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会の成果を引き継ぎ、障がい者が（２）概 要

取り組む「舞台芸術活動」と「芸術・文化作品制作活動」の発表と鑑賞
の機会を提供。

【障がい者によるステージ発表】 【障がい者制作作品展示】

「障がい者の芸術文化活動の全国発信」２
（１）期 間 じゆう劇場 平成２７年１２月頃（奈良県）

荒神神楽 平成２７年１１月頃（鹿児島県）

全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会で行った全国に誇ることができ（２）概 要

あわせて、２０２０年東京オる鳥取県の障がい者の舞台芸術を全国発信。
リンピック・パラリンピックに向けた全国的な障がい者の芸術文化振興を有志

の都道府県と連携して実施することを検討。

【障がいのある人とない人で 【米子養護学校と日野高校

創りあげた「じゆう劇場 】 による「荒神神楽 】」 」



＜ 参考（昨年度開催した全国大会）＞

「あいサポート・アートとっとりフェスタ （第14回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会)」

（１）期 間

平成２６年７月１２日から１１月３日までの約４か月間

（２）概 要

秋篠宮妃「障がいを知り、共に生きる」を大会テーマに掲げ、全国大会では初となる

殿下、佳子内親王殿下の御臨席を賜り、音楽、ダンス、郷土芸能などの舞台芸
、 。 、術を発表するとともに 県内外から多くの美術作品が出展された 各会場には

障がいの有無に関わらず多くの来場者があり、共生社会実現のための道が開か
イベント来客数 延べ約43,000人）れた （。

【 、 「 」】 【 「 」】出演者 来場者一体となって あいサポートの輪 国際公募展 国際障がい者アート展

※あいサポート：障がいと障がい者への理解を深めるとともに、障がいの特性に応じた配慮を行う

運動の名称。平成２１年に鳥取県が創設し、現在は他の４県等とも連携。全国の

あいサポーター数は２５万人に上る。



拉致問題の完全解決について

《提案・要望の内容》

○拉致被害者及びそのご家族が高齢になっている中、松本京子さんをはじめとす

る拉致被害者全員の帰国を一刻も早く実現するため、以下の対応を図ること。

・北朝鮮に対して、再調査結果の速やかな報告を強く求めること。

・国際社会と連携して北朝鮮への圧力を強めること。

＜参考：鳥取県出身の拉致被害者等＞

【政府認定拉致被害者】

（米子市出身、当時29歳 ：昭和52(1977)年10月21日、自宅松本京子さん ）
まつもときょうこ

近くの編み物教室に向かったまま行方不明。

※平成18(2006)年11月20日、政府が拉致被害者と認定。

（全国で17人目、県内初）

※特定失踪者問題調査会の公表による【特定失踪者（拉致の可能性が指摘されている人 】）

（日南町出身、当時47歳 ：昭和52(1977)年11月14日、普段古都瑞子さん ）
ふるいち み ず こ

。 。着で出かけたまま行方不明 自宅には旅行の切符やポケベルも置いたまま

※平成19年6月、特定失踪者問題調査会は、調査の結果「拉致の可能性が

高い」と判断。

平成19年8月、米子警察署に告発状（所在国外移送目的略取誘拐罪）を提出。

（米子市出身、当時36歳 ：昭和63(1988)年8月2日、一人で矢倉富康さん ）
や くらとみやす

出漁して行方不明。精密工作機械製作の元エンジニア。

※平成19年6月、特定失踪者問題調査会は、調査の結果「拉致の可能性が

高い」と判断。

平成19年10月、米子警察署に告発状（所在国外移送目的略取誘拐罪）を提出。

（伯耆町出身、当時20歳 ：昭和44(1969)年11月4日 「京都上田英司さん ） 、
う え だ え い じ

」 。 。に行ってくる と東京の下宿家主に言ったまま行方不明 荷物は紙袋一つ

※鳥取県警察本部の公表による【拉致の可能性を排除できない事案に係る方】

（大山町出身、当時20歳 ：昭和50(1975)年8月25日、京都府木町勇人さん ）
き まちはや と

宇治市の下宿先を出て以降、行方不明。


